
   津市火災等予防査察事務処理要綱 

 

平成１８年１月１日消防本部訓第３５号  

 

 改正 平成２１年５月２９日消防本部訓第４号 

    平成２２年３月３１日消防本部訓第１８号 

    平成２５年３月２９日消防本部訓第１７号 

    平成２９年３月３０日消防本部訓第１２号 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、津市火災等予防査察規程（平成１８年津市消防本部訓令

第１１号。以下「規程」という。) 第１６条の規定に基づき、事務処理の実

施細目について必要な事項を定めるものとする。 

 （消防対象物の区分） 

第２条 規程第２条第１号に定める消防対象物は別表に定めるところによる。 

 （査察計画の策定及び計画） 

第３条 規程第４条第１項に定める消防対象物の査察計画は次の各号により策

定するものとする。 

⑴ 所属長は、年間査察計画書（第１号様式又は第２号様式）により策定し、

年度末までに消防長に報告するものとする。 

⑵ 月間査察計画については、月間査察計画・結果報告書（第３号様式又は

第４号様式）により策定し、毎月２０日までに所属長に報告するものとす

る。 

 （査察区域） 

第４条 査察区域については、津市消防本部及び消防署の設置等に関する条例

（平成１８年津市条例第２５５号）第４条の定めによるものとする。 

 （消防対象物の分担） 

第５条 査察員による消防対象物の分担は、次の区分によるものとする。 

⑴ 予防課 規程第４条第２項の定めにより、予防課長が計画する消防対象

物 

⑵ 消防署 規程第４条第２項の定めにより、消防署長が計画する消防対象

物 

 （査察項目） 



第６条 規程第８条第１項に定める査察項目は次の各号によるものとする。 

⑴ 防火対象物 平成１４年消防保安第３９号防火安全室長通知の立入検査

マニュアルによるものとする。 

⑵ 危険物施設等 平成１４年消防危第５０３号消防庁通知の危険物施設立

入検査マニュアルによるものとする。 

⑶ 一般住宅防火診断 第８条第１号によるものとする。 

 （査察結果の報告） 

第７条 規程第９条に定める査察結果については、次の各号により報告するも

のとする。 

 ⑴ 査察員の報告 

査察実施結果の報告については、査察結果報告書（第５号様式）により、

７日以内に所属長に報告するものとする。 

ただし、緊急を要するもの、その他必要な事項はその都度、口頭により

報告するものとする。 

 ⑵ 所属長への報告 

  月間査察実施結果については、月間査察計画・結果報告書（第３号又は

４号様式）に査察集計表（第６号様式）を必要に応じ添付し、翌月の１０

日までに報告するものとする。 

 ⑶ 消防長への報告 

予防課長は、危険物製造所等年間査察結果報告書（第７号様式）により、

消防署長は年間査察結果報告書（第８号様式）により、翌年度の４月末ま

でに予防課長が取りまとめ消防長に報告するものとする。 

 （一般住宅防火診断対象物の査察結果報告） 

第８条 防火診断対象物の査察を実施した時は、次の各号により報告するもの

とする。 

⑴ 防火診断表（第９号様式）に記録するものとする。 

⑵ 防火診断の結果を、防火診断結果報告書（第１０号様式）により、消防

署長に報告するものとする。 

 （台帳） 

第９条 規程第１５条に定める台帳は、次の各号によるものとする。 

 ⑴ 防火対象物台帳（第１１号様式） 

⑵ 危険物査察台帳 津市危険物規制事務処理要綱（平成１８年津市消防本

部訓第３０号）第２８条に規定する危険物台帳とする。 



   附 則 

 この訓は、平成１８年１月１日から施行する。 

   附 則（平成２１年５月２９日消防本部訓第４号） 

 この訓は、平成２１年６月１日から施行する。 

   附 則（平成２２年３月３１日消防本部訓第１８号） 

 この訓は、平成２５年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２５年３月２９日消防本部訓第１７号） 

 この訓は、平成２５年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２９年３月３０日消防本部訓第１２号） 

 この訓は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

  



別表（第２条関係） 

消 防 対 象 物 区 分 

区      分 査 察 対 象 物 の 範 囲 回    数 

重点査察対象物 
 防火対象物に不備欠陥事項があり、出火危険、人命危険および

延焼拡大危険が認められるもの。 
適宜実施 

第１種査察対象物 

 特定防火対象物で延べ面積が２，１００㎡以上の防火対象物 

おおむね 

１年に１回 

 施行令別表第一に揚げる防火対象物のうち２項ロから同項ニ及

び６項ロに揚げる防火対象物並びに１６項イに揚げる防火対象物

で２項ロから同項ニ及び６項ロの用途に供される部分が存する防

火対象物 

 危険物製造所等で著しく消火困難な施設 

第２種査察対象物 

 特定用途防火対象物のうち防火管理者の選任義務を有し、かつ

自動火災報知設備の設置義務を有するもので、第一種査察対象物

以外のもの。 

おおむね 

２年に１回 

第３種査察対象物 

 非特定用途防火対象物のうち防火管理者の選任義務を有し、か

つ自動火災報知設備の設置義務を有するもの。                              
おおむね 

３年に１回 

 危険物製造所等で著しく消火困難な施設以外の施設 

第４種査察対象物  第１種、第２種および第３種以外の防火対象物 
おおむね 

５年に１回 

第５種査察対象物  防火対象物以外の消防対象物および一般住宅 適宜実施 



第１号様式（第３条関係）          危険物製造所等年間査察計画書    （      年度）所属     

 

施 設 区 分 施設数 計画数 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 

製 造 所               

貯
蔵
所 

屋 内 貯 蔵 所               

屋 外 タ ン ク 貯 蔵 所               

屋 内 タ ン ク 貯 蔵 所               

地 下 タ ン ク 貯 蔵 所               

簡 易 タ ン ク 貯 蔵 所               

移 動 タ ン ク 貯 蔵 所               

屋 外 貯 蔵 所               

小  計               

取
扱
所 

給 油 取 扱 所               

販 売 取 扱 所               

移 送 取 扱 所               

一 般 取 扱 所               

小 計               

合  計               



第２号様式（第３条関係）

（ 年度） 所属

種別 対象物数 査察計画数 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月
イ
ロ
イ
ロ
ハ
ニ
イ
ロ

4
イ
ロ
イ
ロ
ハ
ニ

7
8

イ
ロ

10
11

イ
ロ
イ
ロ

14
15

イ
ロ

１６の２
１６の３

17
18
19
20

　　年　　月　　日

通
　
　
　
　
　
　
　
常
　
　
　
　
　
　
　
査
　
　
　
　
　
　
　
察

合　　　　計

対象物の区分

1

3

2

6

13

16

5

9

12

年　　　　　間　　　　　査　　　　　察　　　　　計　　　　　画　　　　　書       （　　第　　　　　種　）



第３号様式（第３条、第７条関係） 

危険物製造所等   月間査察計画・実施結果報告書 

 

                                         年  月  日 

 

  消 防 長  様 

                                  報告者職・氏名        印 

 

月分の査察計画・実施結果を下記のとおり報告します。 

 

記 

１ 査察計画・実施数 

(1) 通常査察       施設 

(2) 特別査察       施設 

(3) 随時査察       施設 

２ 査察計画・実施詳細 

施設名称 施設区分 実施日 担当者 
指導状況 

査 察 

種 別 
備    考 

① ② ③ ④   

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

※ 実施日及び指導状況欄については、実施結果報告書のみ記入すること。 

※ 指導状況の①～④については、立入検査マニュアルのチェックポイントに掲げる次の区分に該当した場合に

○を記入すること。 

    ① 管理関係 

② 位置、構造及び設備並びに貯蔵及び取扱いの技術上の技術上の基準関係 

③ 貯蔵及び取扱いの技術上の基準関係 

④ ①～③以外 



第４号様式（第３条、第７条関係） 

月 間 査 察 実 施 計 画 ・ 結 果 報 告 書 

                                   年   月   日 

      消 防 署 長   様 

                                               報告者職・氏名            印                                                                                  

月分の査察実施結果を下記のとおり報告します。 

記 

１ 既存対象物                                                               箇所 

（１）防火対象物台帳によるもの                                                箇所 

（２）抹消対象物                                                              箇所 

２  新規対象物                                                                 箇所 

（１）使用開始届出によるもの                                                  箇所 

（２）工事計画書等によるもの                                                箇所 

３ 指導状況 

（１）防火管理及び防災管理関係                                     箇所 

（２）消防用設備関係                                                         箇所 

（３）火災予防条例関係                                                       箇所 

（４）その他                                                            箇所 

４  査察対象物名称 

用途番号 対 象 物 名 称 種 担当者 実施日 
指導状況件数 勧 備     考 

１ ２ ３ ４   

           

           

           

           

           

           

           

           

           

※ 計画の報告書は、査察対象物の用途番号・対象物名称・担当者のみ記入報告すること。 

※ 結果の報告書は、全ての項目を記載し指導状況件数欄には、指導件数を記入すること。 

※ 勧告書を発送した対象物に限り、指導状況欄の【勧】欄に○印を記入するとともに査察集計表、

指導状況(勧告)詳細表を添付すること。 

※ 計画時の報告書は、３の指導状況と４の担当者・実施者・指導状況件数は記入しないこと。 



第５号様式（第７条関係） 

査察結果報告書 

項（区分）  台帳番号  名 称  

査察年月日 年  月  日 報告者職・氏名                 印 

報告年月日 年  月  日 立会者職・氏名  

不備等の概要及び指導事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指 導 の 経 緯 

 

 

 

 

 

    

備                    考 

 

 

 

 

 

 

 

勧 告 書 交 付     年    月    日   勧 告 書    第      号 

改  善  計  画  受  理     年    月    日 

 



第６号様式（その１）（第７条関係） 

査 察 集 計 表 

                                           

（     月分）所属 

用  途 
防 火 

対象物 

計画数 

内 訳 
計画数内訳 実施数 実施累計内訳 

指導状況 

(勧 告) 

年 間 １種 ２種 ３種 ４種 当月 累計 １種 ２種 ３種 ４種 当月 累計 

 

１ 
イ               

ロ               

２ 

イ               

ロ               

ハ               

ニ               

３ 
イ               

ロ               

４                

 

５ 

イ               

ロ               

 

６ 
イ               

ロ               

ハ               

ニ               

７                

８                

 

９ 

イ               

ロ               

10                

11                

 

12 

イ               

ロ               

 

13 

イ               

ロ               

14                

15                

16 イ               

 ロ               

１６の２               

１６の３               

１７               

１８               

１９               

２０               

合 計               

※ 防火対象物とは、年間査察計画時に計上した査察対象物に、月間査察で発生した・抹消・新規・用と変更等、移動状況を加減し記入

すること。 

※ 計画数欄のうち年間とは、年間計画に計上した数値を記入すること。 

※ 計画数欄のうち月間とは、月間計画に計上した数値を記入すること。 

※ 指導状況(勧告)とは、勧告書発送対象物の数値を記入すること。 

※ １．２．３．４種欄上段は当月の数字、下段は累計を記入すること。 



第６号様式（その２）（第７条関係）

防災管理者

甲種 乙種

イ
ロ
イ
ロ
ハ
ニ
イ
ロ

イ
ロ
イ
ロ
ハ
ニ

イ
ロ

イ
ロ
イ
ロ

イ
ロ

放

送

報

知

点検報告

（防災）

消

器

屋

内

屋

外

Ｓ

Ｐ

水

霧

消

防

計

画

点検報告

（防火）

指  導  状  況  勧  告  詳  細  表 　　　　月分  (所属　　　　　　　　　　　　　）

 

区

分

防  火  管  理  関  係 消    防    用    設    備    関    係 火災予防条例関係･その他

備    考

１６の３

17
18

11

15
14

8

3

6

ネ

オ

ン

管

火

気

制

限

少

量

等

避

難

通

路

防火管理者 訓

練

防

炎

コ

ン

無

線

防

火

戸

Ｌ

Ｐ

Ｇ

等

1

2

ボ

イ

ラ

ー

等

変

電

発

電

蓄

電

避

具

誘

灯

用

水

排

煙

連

散

連

送

火

報

ガ

ス

漏

電

ベ

ル

7

4

5

12

13

9

10

 ※   集計表の記入については、防火対象物ごとに勧告した事項を、全て該当する項目へ計上すること。

16

１６の２

20
合 計

19



第７号様式（第７条関係） 

         危険物製造所等年間査察実施結果報告書    （   年度） 

 

 施設数 
査察計画

施設数 

査察実施

施設数 

適合区分 指 導 状 況 備考 

適合 不適 ① ② ③ ④  

製 造 所           

貯
蔵
所 

屋 内 貯 蔵 所           

屋外タンク貯蔵所           

屋 内 タ ン ク 貯 蔵 所           

地 下 タ ン ク 貯 蔵 所           

簡 易 タ ン ク 貯 蔵 所           

移 動 タ ン ク 貯 蔵 所           

屋 外 貯 蔵 所           

小 計           

取
扱
所 

給 油 取 扱 所           

販 売 取 扱 所           

移 送 取 扱 所           

一 般 取 扱 所           

小 計           

合   計           

※ 指導状況の①～④については、月間査察実施結果報告書の記入要領によること。 



第８号様式（第７条関係）

（　　年度） 所属

イ
ロ
イ
ロ
ハ
ニ
イ
ロ

4
イ
ロ
イ
ロ
ハ
ニ

7
8

イ
ロ

10
11

イ
ロ
イ
ロ

14
15

イ
ロ

１６の２
１６の３

17
18
19
20

年　　間　　査　　察　　結　　果　　報　　告　　書  （第　　種）

査察実施状況 対

象

物

数

査
察

実

施

数

指 導 状 況指　　　　　　　　　　　　　　　　導　　　　　　　　　　　　　　　　区　　　　　　　　　　　　　　　　分

適　合 不適合 計

5

防火・防災管理関係 消防用設備関係 火災予防関係 その他

対象数 対象数 件　　数 件　　数 件　　数 件　　数 件　　数対象区分

1

2

3

備　　　考

6

9

12

13

16

合　　計



第９号様式（第８条関係）

　

 実施日　　　　年　　月　　日

　 　 　

住　　所 　氏　　名

※　維持管理状況が良好な場合は○印、不備（その場で是正されたものも含む）のある場合×印を付し、該当なしは/とすること。

※　消防に対する意見、要望等の有無は、必ず確認すること。

    独居老人とは７０歳以上の老人の独り暮しをいう。 尚、老人欄に該当しない場合は何も記入しない。

10

　 担当者

自治会名 防 　　火　 　診　 　断 　　表

点　検　項　目　　

1 2 3 4 5 6 7 8 9

周

囲

の

状

況

コ ン ロ 類 ストーブ類
風 呂 釜

給湯器類

かまど

煙  突

整

理

整

頓

ゴ

ム

キ

ャ

ッ

プ

ホ

｜

ス

元

栓

そ

の

他

そ

の

他

損

傷

設

置

場

所

そ

の

他

損

傷

整

理

整

頓

老 人 欄

火災

報知

器

その他 特 　  記　   事  　 項電気配線 燃  料  類

老

人

世

帯

損

傷

整

理

整

頓

そ

の

他

タ

コ

足

配

線

損

傷

そ

の

他

保

管

場

所

転

倒

防

止

容

器

破

損

そ

の

他

老

人

同

居

独

居

老

人

設

置

未

設

置

消

火

器

有

無

設

置

場

所

家

の

周

囲

非

常

持

出

品

そ

の

他

※不備の内容及び意見・要望等

の内容を簡潔に記載する。

※  老人とは、７０歳以上をいう。老人同居とは７０歳以上の老人が同居している世帯をいう。老人世帯とは７０歳以上の老人のみの世帯をいう。

 



第１０号様式（第８条関係） 

年  月  日  

（宛先）消 防 署 長  

                         報告者職・氏名           印   

 

防火診断の実施結果について（報告） 

   このことについて、下記のとおり報告します。 

記 

 

１  実 施 日                       年  月  日（ ） 

２  実 施 地 区                       

３  対 象 世 帯 数                         世 帯 

４  実 施 世 帯 数                         世 帯 (実施率    ㌫) 

５  消火器設置世帯数                         世 帯 (設置率      ㌫) 

６  非常持出品準備世帯数                      世 帯 (準備率      ㌫) 

７  老人関係 

    (１)老人同居世帯数                        世 帯 (世帯率      ㌫) 

    (２)老人世帯数                            世 帯 (世帯率      ㌫) 

    (３)独居老人世帯数                       世 帯 (世帯率      ㌫) 

８  指導状況 

診  断  項  目 不          備          内          容 指導件数 

コ  ン  ロ  類   

ス ト ー ブ 類   

風    呂    釜 

給  湯  器  類 
  

か ま ど・煙 突   

電  気  配  線   

使  用  燃  料   

消    火    器   

建  物  周  囲   

家庭用火災報知器   

そ    の    他   

 



第１１号様式（その１）（第９条関係）                                       防火対象物台帳  
防火対象物コード  対象物名称  敷地住所  

棟 Ｎ Ｏ  棟 名 称  町名コード  署所コード  

(建築主) ／法人名  用途政令区分  用 途 地 域  防 火 地 域  

／役職  延 べ 面 積        ㎡ 水 利 基 準  活 動 空 地  防火管理適用区分  

／住所  防火管理区分  防火管理者選任区分  消防計画届出区分  甲選任数    人 

／ＴＥＬ  共同防火管理適用区分  協議事項届出区分  管理権限数  乙選任数    人 

（利用者） ／法人名  【メモ】 

／役職  

／住所  

／ＴＥＬ  

（ 建 物 管 理

者） 
／氏名  

／ＴＥＬ  

敷地面積 ㎡ 建物棟数 棟 

住居戸数 戸 収容人員 人 

建築位置  棟用途  使 用 状 況  耐 火 区 分  収容人員 人 

構造  外壁  最  高 ｍ 地下階数 階 

屋根  予備  軒  高 ｍ 地上階数 階 

119 番通報区分  操作盤     

棟内用途数  設置単位数  設置単位区分  建築面積 ㎡ 延 べ 面 積 ㎡ 使用開始日    年  月   日 廃止日    年  月  日 

禁止行為場所  【メモ】 

（ 防 火 管 理

者） 
／名称  

／氏名  

／ＴＥＬ  

点検報告適用区分  点検日 年 月 日 報告期間  

点検報告基算日  年  月  日 次回報告予定日  年  月  日 

査察年月日  年  月  日 法 8条 3適用区分  

(防炎物品) カーテン等  

じゅうたん等  

合 板 等  

消防用設備検査日     年   月   日  

管理権限者      点検年月日      管理年月日      検査年月日     認定項力日     認定用件適合     通知年月日     通知書番号    備 考 

 

         設備名称        設置区分  特例区分    違反区分   区画面積   不適格・違反  備考                        



第１１号様式（その２）（第９条関係） 

防火対象物コード  対 象 物 名 称  敷地住所  

棟  Ｎ  Ｏ  棟   名   称  町名コード  署所コード  

  階  有無窓階   防災適用区分         床面積   収容人員   設置設備   メモ                                        

 

 単位ＮＯ  設置単位区分    単位名称                            メモ 

       単位用途         延べ面積  最上階  最下階  収容人員                                                        

 

 

            部門   部門用途        延べ面積   最上階  最下階 

                 収容人員                        

            １       項           ㎡ 

                    人 

            ２       項           ㎡ 

                    人 

            ３       項           ㎡ 

                    人 

            ４       項           ㎡ 

                    人 

 


